
 
２B９ 研究支援型企業におけるＲ＆Ｄポリシー 
 

○本山 守夫，高木 茂栄（実医研） 
 
 
  緒言 
 近年研究支援型企業として新しく位置付される産業が出現するに至り、そして 
この主要業務内容は従来のシンクタンクと比較して多少おもむきを異にし、企画 
開発的要素は少ない。従って研究者のモチベーションの維持そのものが経営戦略 
上最も重要な位置を占める。 
 また、医薬品、工業化学物質等の安全性評価と係る研究支援領域においても従 
来の主要業務から離れた新しい分野への事業展開の必要性がせまられてきた。 
 かかる見地から急速に体質の転換がせまられる中で、効率はもとより、より科 
学的な正しい判断資料としての成果を提供するためには、自社としての明確な 
Ｒ＆Ｄと係るサイエンスポリシーを打ち出さねばならない。 
 ここではこれがために当社が現状取組んでいる仕組みの実体と問題点とを取り 
あげ御批判をあおぎたい。 
 
  本邦におけるコンタクトラボの実情 
 従来のコンタクトラボはかならずしも研究支援型を採用してきたとはいえない 
面もある。しかしこれが完全に研究支援型に体質変換のみられるのは、昭和 58年 
4月 1日付で実施をみたＧＬＰ施行以降といえる。 
従って以後は当然のこと乍らＧＬＰガイドラインそのものにそった業務が展開 
されてきた。しかしＧＬＰそのものの考え方ならびに取組そのものがこの種の企 
業の将来を左右するものである。換言すれば研究というカテゴリーの中で基礎、 
応用、開発とおおまかな区分がなされるものの研究支援の分野ではその業務上あ 
るいは思考上の行動において一見して大差はないようなものの、実体は研究者そ 
のもののモチベーションと関連して極めて性格を異にするものである。 
 この問題は研究管理上はもちろんのこと、企業の将来に向けた人材の育成に当 
っても多くの難問をかかえ込むことになる。例えば研究支援という立場からはそ 
の研究と係る行動そのものが単なる日常業務の域を出ることが難しく、ややもす 
れば研究者自身の主体性の欠如をまねき、そのためか研究者の流動の大きいこと 
もこの分野での特徴ともいえよう。 
 
  実医研の社内戦略 
 以上述べたような問題をかかえ、かつ社業を効率よく展開してゆくためには強 
烈な社内戦略が必要である。ここで当然処遇、休暇、福利厚生面は極めて重要な 
因子とはなるが、これは企業の体力との間にたった整合性が保たれねばならない 
ものでもある。 
 



 
そこで当社では“ホーソンの実験”に主眼をおき新しく短、中期的社内戦略の 
展開にふみきった。すなわち価値観への動機付けをもって日々に臨み、これを通 
じて体質の転換をはかることにある。 

・ 企業ポリシーとＲ＆Ｄポリシー 
 以上の観点から社内戦略の展開に向けてはここに示す二つの明解なコンセプト 
が求められる。 

・どうすれば顧客の期待に充分答え得るか 
・どうすれば研究者のイノベーションと結びつけられるか 

 このための戦術はひとえにニーズの先取りと各研究室の将来に向けたビジョン 
との整合性の確立にあるといえよう。 
 ここで試験の実施に際しては、ガイドラインに基き、SOPにそった受託業務 
のみに絞るか、これに加えてコミュニケーションの輪が広げられるかという意識 
の持ち方と係り、特に後者においてはサイエンテフィック インタレステングの 
追及ばかりではなく、開発思想、所謂研究者の自主性と研究に係る主体性を取込 
めるため研究者のモチベーションと効率的に結びつく。 
 当社の事業展開と市場探索に向けた座標を次に示した。 
 

表－１  事業展開に向けたマトリックス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 当然これらの達成に当っては効率的な社内体制の確立が重要であり、特に研究 
者のモチベーションが誘発できる仕組みの構築は見逃すことができない。このた 
めには新しい技術開発あるいは改良等の持込める研究の受託に営業部門は注力し、 
この事業方針と整合性を有する研究組織によって対応をおこなっている。 
 殊に新規分野の獲得に向けては市場の先取りが必要であり、このため当社では 
アンテナを外部に向けた学術調査部とこれを内部に向けた教育研修室がこの分野 
を担当し、事業所間の調整を含めポートフォリオ マネージメントによる事業戦 
略を展開した。 
 

・ 研究組織 
 



 
研究組織としては特徴付けできるほどの差別化には至ってはいないが、分野別、 
専門別の機能が要求される観点から部門制とそれぞれに従属する研究室制度を採 
用している。 すなわち研究部門としては安全性研究部、病理学研究部ならびに 
臨床分析化学研究部のもとに 11研究室を設け、部長、室長制による運営をおこな 
っている。 
 またＧＬＰのもとではこれらとは別に運営管理者を任命し、委託試験の受託に 
当ってはその内容に応じた専門家集団を形成、各研究室の有機的な連携のもとで 
研究者は流動する政策を採っている。 
 ここで先に示した二つのコンセプトに対し研究組織との整合性を保つためには 
各研究室長に強力なリーダーシップを持たさねばならない。このため当社の事業 
戦略から離れた独自の統括部門としての将来ビジョンを提出させる仕組みを課し 
ている。すなわち当面の目標、次世代目標として指向方向、人材確保、人材育成、 
 技術確立、設備計画等を成案させ、これらの方向性と投資に保っては経営が判 
断、決定している。 
 特に臨床分析化学研究部においては旧来の臨床検査技術研究室、分析化学研究 
室に加え、新しく物理化学研究室を設け近年特に成長のいちじるしい医用用具、 
医用材料の安全性評価研究に加えて有効性、有用性の評価ならびにシステム化と 
取組む体制を整備した。 
 
   ・ 人材の確保と育成 
 先に述べたように多様化した受託内容に対応し、かつ顧客ニーズに充分答えら 
れるためには随時受託内容にそぐう中の広い専門家集団の形成できる人材の確保 
が必要となる。ここで人材の確保に当っては無制限に人を採用することは不可能 
である観点から人材の育成と多様化とを内部で充実させるほか致し方ない。この 
ためには学、協会等外部機会性を充分に活用すると同時に人材の有効活用とイノ 
ベーションの意味から社内研修会を計画的に実施し、直接業務に反映できるシス 
テムを採用している。当社の保有する人材に対しその専攻別分類を以下に示す。 
 
     表－２ 専攻分野別人材の分類および有資格者 
 



 
・ 教育研修 

 当社における教育研修の目的は当社の事業ならびに事業戦略との整合性、技術 
革新への対応、分野探索、技術確立ならびに知識の高揚においている。 
 このため教育および研修と係るＳＯＰを設け、スケジュール化した展開をおこ 
ない、特に新入社員の研修においては試験、研究に必要な最小限の知識とその背 
景ならびにＯＪＴトレーニングが教育カリキュラムとして組込まれ、受講終了後 
配属先を決定し、運営管理者による面接 口頭試問を経て、その結果に基き試験 
従事者として始めて認定を受ける。 
卒後教育については学会への参加を始め講演会、研究会等に積極的に参加させる 
一方、社内外講師による社内講演会、研修会をスケジュール化している。 
 
   ・ 市場開発に向けて 
 従来の研究支援型企業においては客待ちの姿勢の傾向が強く、本格的営業活動 
のなされていないのが実情であった。しかし今日では業界関係の競合の激化とニ 
ーズの多様化から企業体質の転換がせまられている。 
 従っていち早く当社のマーケテング体制の再構築と収集情報の整理に基いた市 
場戦略を保有する攻めの展開を推進するため、本年６月本社に営業統括本部を設 
け営業に４部門を配置し差別化戦略の展開にふみきった。 
 本体制の構築に向けては当面次の三項目に亘った情報システムへの考慮が必要 
であった。 

・当社にとって主要かつ関心ある受託内容 
・今後計画的に進出できる方向への創立分野 
・受託業務への対応性 

 
  研究支援型企業における問題点 
 近代企業の経営に当っては体質軽量化、減量経営といった方向が指向されてき 
た。この実体は営業力を増強し、体力を軽量化する方向にある。所謂不換算部門 
の切捨と云わねばならない。しかし研究支援型としてこの分野で生き残るために 
は当然営業力の増強に加えて人、物、金を含めた体質の重量化はいなめない。 
 特に近代経営においては人が礎であり、そのためには人が企業環境、すなわち 
組織の中で成長し、心が活性化できる仕組みの構築に向け、更には組織の中で価 
値ある仕事に従事できているという点に気付く仕組みに方向性が求められよう。 
 一方未来技術を取り込み、短、中、長期に亘る次世代経営戦略の構築に向けて 
育成すべき方向はマーケテングミックスの展開にあって“報告書という生産物” 
“受託料という価格”“プロモーションの在り方” “受託システムとしての在り 
方”を中心に戦略的課題を多くかかえている。 
 
  まとめ 
 以上研究支援型企業における R&Dポリシーとして当社の実体の概要と指向方 
向を示してきた。本内容は今後予測される研究支援型企業の戦国時代に向け、当 
 



 
社の強みが充分発揮でき、差別化の中で成長できるスキルの育成に焦点を置いて 
いるものでもある。 
 今後は更に人材の効率的育成に加えて技術計画、営業力推進および営業路線戦 
略との間で小廻りのきく組織への探索とこれが成長できる機会性をどう仕組める 
かを焦点に体質転換を進めたい。 
                               以上 
 


